予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名　新海外産地連携販売促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　海外戦略推進課　海外展開係　電話番号：058-272-1111（内 3119）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11336@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　34,000千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	34,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	34,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
海外への販路開拓は、国内に比べコストやリスクが高い（輸送、関税、言語、商習慣など）にも関わらず、人口減少や新興国の台頭等に伴い、国内市場が縮小傾向にあることから、価格競争激化への危機感は高く、県内中小企業は、経済成長が著しいアジアや、高付加価値商品の受け入れが期待できる欧米等の海外展開に目を向けている。
これを受け、県はこれまで、木工、陶磁器、刃物、和紙等の地場産業の分野において、海外デザイナーとの連携による商品開発や、世界最大規模の国際見本市への出展を通して、海外でも売れるモノづくりを推進してきたほか、海外の販売店舗と連携し、県産品のプロモーションやフェアなどの販売支援を展開してきたところである。

今後は、これらの成果やネットワークをさらに拡大・充実させ、一部の先進企業だけでなく、モノづくり産地全体として主体的かつ継続的に海外販路開拓に取り組んでいけるよう、土台づくりを支援していく必要がある。
なお、支援にあたっては、岐阜県産業経済振興センターや日本貿易振興機構（ジェトロ）岐阜貿易情報センター等、海外展開支援の専門知識やノウハウを有する機関と連携しながら、効率的・効果的に実施していく。
（２）事業内容
　　　　モノづくり産地としてのブランド力強化や活性化、県産品の海外販路開

拓の促進に繋げるため、以下の事業を展開する。
1 国内外における展示販売フェア等の開催（14,200千円）
　　　　モノづくり産地としての認知度向上と、ブランド力強化を図るため、国

内外での展示販売フェアを開催する。なお、ＰＲ媒体の作成を含む、フェ

ア開催のためのブランディングやプロモーションにあたっては、海外の有
力バイヤーに効果的に訴求できるよう、海外デザイナーと連携し実施する。
2 海外バイヤー招請による商談会の開催（15,800千円）

　　　　木工、陶磁器、刃物、和紙等、海外展開を目指す産地に海外バイヤーを

招請し、モノづくりの現場視察や商談会を開催する。
3 きめ細かいサポート体制の構築（4,000千円）
海外取引の経験が乏しい中小の事業者が、実務を進めるうえで必要とな
る知識やノウハウを効率よく入手し、海外との商談や販売取引を円滑に進
めることができるよう、専門機関と連携し、きめ細かいサポート体制を構
築する。
（３）県負担・補助率の考え方

  　　　海外取引の経験が乏しい中小の事業者や、地場産業の団体等が、単独で
海外販路開拓に継続的に取り組んでいくにはまだまだハードルが高いた
め、県が率先して仕組みや機会を設けていく必要がある。

（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	2,790
	海外渡航ほか職員旅費

	需用費
	500
	消耗品

	役務費
	760
	通信運搬費

	委託料
	29,950
	海外デザイナー招請、フェア・商談会開催、海外販路開拓サポート

	合計
	34,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県成長・雇用戦略　

６　戦略を推進するための基盤づくり　（３）販路拡大・海外展開

（２）国・他県の状況

　　　海外の著名デザイナーと連携して得たネットワークやノウハウを活かし

て展示販売フェアや商談会を企画・実施する事例はない。

（３）後年度の財政負担
　　　一部の先進企業だけでなく、モノづくり産地全体として主体的かつ継続的に海外販路開拓に取り組んでいけるよう土台を作っていくには、数年に渡る専門的な知識やノウハウの蓄積が必要である。

（４）事業主体及びその妥当性
公的機関である県が率先して海外販路開拓に関わることにより、海外においても県産品や産地の信頼度が高まり、継続的な販売取引につながる可能性が高くなる。また、県レベルの方が、県内各地での実施が可能となるため、戦略的で効果的な事業運営が可能となる。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	海外販路開拓に意欲を持つモノづくり産地が、主体的かつ継続的に取り組んで行けるよう、専門的な知識やノウハウの蓄積を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目 標
	達成率

	展示販売フェア

の開催回数
	0
（H30）
	-
(H31)
	-
（H32）
	0
(H30)
	6
（H33）
	0％


	現場視察・商談会

の開催回数
	0
（H30）
	-
(H31)
	-
（H32）
	0
(H30)
	9
（H33）
	0％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	近年、経済のグローバル化・ボーダレス化に伴い、県内中小企業の国際化は産業政策上極めて重要な課題となっており、一層の支援強化が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
これまでの海外展開の取組みやネットワークをさらに拡大・充実させ、一部の先進企業だけでなく、モノづくり産地全体の底上げに繋げる必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　海外販路開拓に意欲のあるモノづくり産地や県のほか、海外取引実務の知識やノウハウを有する専門機関と連携することにより、効率的に展示販売フェアや現場視察・商談会を開催する。



